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1. 本報告の目的 

今の AI ブームとなった ChatGPT を作った OpenAI をはじめとした AI 分野を牽引する IT 企業の多くが

米カリフォルニア州のシリコンバレーに本社を構える。そこでは、海外生まれの高度人材が多く住み、重

要技術分野の企業に従事する。とは言え、OpenAI の創業者のアルトマンが「私がアメリカのために思い

つく最も簡単な政策の一つは、高度外国人材に対する制度改革である。」1と高度外国人材の受入拡大を訴

えることに代表される通り、IT 企業を中心に高度外国人材に対する需要は依然として高く、IT 企業の高

度外国人材に対する受入拡大政策への支持は継続的に高い。この背景には、1990 年代以降、先進諸国の

経済構造が知識集約型経済へ急速に移行するにつれて、高度人材に対する需要が高まったことが挙げら

れる。高度外国人材に対する優遇的受入政策は世界的に増加し続けてきた（国連,2019）。一方で、アメリ

カでは高度外国人材に対する受入拡大法案は一期目のブッシュ政権下における 2004 年の H-1B ビザ改革

法を最後に法制化に至っていない。そのため、米国内では、高度外国人材が必要なビザが取得できず、母

国へ帰還する「逆頭脳流出」が問題視されてきた。 

シリコンバレーには、アジア出身の高度人材の密集度が高く、とりわけ、インド、中国、台湾出身が多

く、それらの実態などは先行研究にて報告されてきた（Saxenian, 1999; Saxenian, 2005 など）。さらに、イ

ンドや中国出身の高度人材の「逆頭脳流出」に関しても指摘されてきた（Wadhwa, et al, 2009）。だが、日

本出身の高度人材に関しては、管見の限り、一部の研究のみでしかその実態が報告されていない（手塚, 

2016）。インドや中国出身の高度人材と量的に比較すると、日本出身の高度人材は少ないが、その実態を

調査することは、他のアジア出身の高度人材の研究に関する新たな知見を提供しうるのではないだろう

か。 

このような問題意識から、本報告の目的は、シリコンバレーにて AI 分野に従事する日本人の高度人材

へのインタビュー調査から、重要技術分野に従事する高度外国人材のアメリカへの渡米および在留の意

思決定のプロセスを丹念に把握し、それとビザ制度との関連を明らかにすることである。その上で、将来

的に日本の高度人材の頭脳循環と頭脳流出に関して建設的な議論を考察することである。 

 

2. 研究の対象と方法 

本研究は 2024 年 9 月にシリコンバレーにおいて実施した同地域在住の AI 分野に従事する日本人 6 人

への半構造化インタビューに基づいている。聞き取り調査は一対一で 1〜３時間程である。本研究の著者

は、2011 年から断続的に、同地域在住のハイテク分野に従事するアジア出身の高度人材を対象にインタ



ビュー調査と参与観察を行なってきた。本研究では、コロナ禍明けの初の聴き取り調査であると同時に、

AI 分野に限定した 2。 

 

3. 事例と考察 

聴き取り調査を通じて、2024 年 9 月時点でシリコンバレーにて AI 分野に従事していた日本人が渡米

した主な理由は、1）米大学院への留学、2)日系企業の駐在、3)起業、の 3つに分類される。渡米から在

留/就労への移行プロセスにおいて、非移民ビザ/移民ビザの取得が最も重要である。各々の渡米の理由

（初期段階）が、対象者が形成する現地でのネットワークに違いを生み出し、その後の取得ビザに違いに

繋がっていくことが明らかとなった。さらに、取得可能とされうるビザの選択肢、それを実際に取得し得

るかを決定づけるものとして、対象者の教育水準と対象者のネットワークから得られる情報によるとこ

ろが少なくないことがわかった。教育水準とネットワークは、対象者の現地での就職活動の方法にも違

いを生み出している。 

 

※本報告は、日本学術振興会助成事業若手研究「技術覇権国アメリカのジレンマ：高度外国人材の受入の

維持・拡大と技術移転の規制」（研究課題番号 21K13237）の成果の一部である。 
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